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次世代スーパーコンピュータの整備に関する要望

　次世代スーパーコンピュータの整備が将来にわたって我が国の科学技術や産業経済の持続的な発展につながるよう、産官学が一体となってオールジャパンの体制を構築し、国際的なスーパーコンピューティング研究教育拠点（COE）の形成に取り組むことが重要であります。

　現在、次世代スーパーコンピュータ施設の開発・整備が進められていますが、先般、参加企業の一部が撤退したものの、国家基幹技術としての重要性は何ら変わることはなく、当初計画どおり、平成２２年度末一部稼働、平成２４年度完成・本格稼働を目指し、強力に推進することが必要と考えます。
　つきましては、平成２０年３月に着工した次世代スーパーコンピュータの着実な整備に向けて、以下の４点を要望いたします。

１　次世代スーパーコンピュータ施設の共用促進のための効果的な制度や運営体制の整備
　　次世代スーパーコンピュータの幅広いユーザーの利活用を促進するため、内外の大学や産業界が効果的かつ利用しやすい制度や運営体制の整備を求める。とりわけ、産業利用を促進するための産業利用枠や人材育成を図るための教育利用枠の設定、産学官連携による研究開発プロジェクトの推進、可視化技術の開発、成果発表や交流を促進する機能など、利用促進並びに理解増進のための制度の創設を求める。

２　次世代スーパーコンピュータの利用促進のためのアプリケーション・ソフトウェアに対する研究開発支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　次世代スーパーコンピュータを利用した学術研究、産業界における利用促進及び産学官連携等による科学研究の発展や新産業の創造を図るためには、次世代スーパーコンピュータの能力を活かすアプリケーション・ソフトウェアの研究開発が重要であり、ライフサイエンス分野、ナノテクノロジー分野はもとより、幅広く産業応用に役立つアプリケーション・ソフトウェアの研究開発支援を求める。
３　計算科学分野における人材育成に向けた教育研究環境の構築支援

次世代スーパーコンピュータの利活用を担う人材や計算科学分野における先端的な研究者・技術者を育成するためには、国内外の大学や研究機関・企業等が連携し、総合的・体系的な教育研究が行われる環境を構築する必要がある。

ついては、社会人を含む幅広い人材育成を目指して、カリキュラム開発や施設整備、大学間のネットワーク形成等、効果的な教育研究のための各般の支援措置を求める。

４　次世代スーパーコンピュータの産業利用促進のための裾野拡大支援
　次世代スーパーコンピュータの産業利用を継続的に促進していくためには、現存のスーパーコンピュータ利活用企業層に対する次世代スーパーコンピュータの利用へのステップ・アップの支援とともに、未だ活用に至っていない大部分の企業群に対して、裾野拡大や底上げを図ることが重要である。ついては、次世代スーパーコンピュータを見据えつつ総合的に産業界におけるスーパーコンピュータの活用を促進していくため、産業利用支援を専門的に行う計算資源や技術支援機能、情報提供機能を備えた支援拠点（高度計算科学研究支援センター(仮称)等）、並びに可視化技術を活用した産業利用促進、理解増進を図る拠点の形成など各般の支援措置を求める。
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